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日時  令和２年８月３日（月）午前10時 00分から 

 

場所  茨城労働局 ２階会議室 

 

出席者 公益代表委員  井出 晃哉 

申  美花 

清山 玲 

            田中 泉 

            細谷 あけみ 

 

    労働者代表委員 大森 玄則 

            黒澤 一仁 

髙木 英見 

 

    使用者代表委員 瓜田 広 

            加藤 祐一 

            永井 教子 

            舟木 健生 

            水出 浩司 

 

    事務局     労働局長   小奈 健男 

            労働基準部長 細江 裕行 

            賃金室長   青木 豊 

            室長補佐   川野 義光 

            賃金係長   平戸 直美 

 

議事次第 

 

(１ )中央最低賃金の審議状況について 

    (２ )最低賃金と生活保護費の整合性について 

    (３ )令和２年度最低賃金に関する実態調査結果等について 
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    (４ )関係労使の意見書及び意見陳述について 

    (５ )茨城県等からの要請書について 

    (６ )茨城県最低賃金専門部会委員の任命について 

    (７ )その他 



3 

 

川野補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

田中会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

青木室長 

 

 

 

 

 

それでは定刻になりましたので、始めさせていただきま

す。本日は、お忙しい中ご出席を頂き、誠にありがとうご

ざいます。ただ今から、第 59期第２回茨城地方最低賃金審

議会を開催いたします。本日は、都合により、労働者代表

委員の宮下委員、星野委員が欠席となっておりますが、最

低賃金審議会令第５条第２項の規定により、委員総数の３

分の２以上、又は公、労、使各代表委員の３分の１以上の

必要定数を満たしておりますので、本審議会が有効に成立

していることをご報告申し上げます。それでは、本審議会

の議事進行を田中会長にお願いいたします。 

 

それでは、議事を進めさせていただきますのでご協力の

程よろしくお願いいたします。なお、本審議会は公開とし

ておりますので、議事録も公開になります。７月 22日に、

中央最低賃金審議会から目安が答申されましたので、本日

は 、 そ れ に 基 づ い て 本 年 度 の 最 低 賃 金 額 改 正 に つ き ま し

て、皆様方よりご意見を頂きたいと思います。また、本日

は、本審終了後に第１回茨城県最低賃金専門部会を開くこ

とにしています。本年も、できるだけ皆様方の忌憚のない

ご意見を出していただき、その上で調整できるところは調

整して頂いて、できるだけ全会一致で結審できますようよ

ろしくお願いいたします。それでは、議題に入ります。最

初 に 、 中 賃 が 示 し た 地 域 別 最 低 賃 金 額 改 定 の 目 安 に つ い

て、事務局からご説明をお願いいたします。 

 

始めに、経済財 政 運営と改革の基 本 方針 2020について ご

説明いたします。資料№１をご覧ください。いわゆる骨太

方針ですが、例年でありますと６月に閣議決定されるもの

ですが、今年は７月 17日に閣議決定がなされております。

98ページをご覧ください。最低賃金の引上げ関係の内容と

いたしましては、経済の好循環継続の鍵となる賃上げに向
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け、日本経済全体の生産性の底上げや取引関係の適正化な

ど、賃上げしやすい環境整備に不断に取り組みつつ、最低

賃金については、より早期に全国加重平均1,000円になるこ

とを目指すとの方針を堅持するというように言われていま

す。他方、感染症による雇用、経済への影響は厳しい状況

にあり、今は官民を挙げて雇用を守ることが最優先課題で

あると言われております。今年度の最低賃金について、中

小 企 業 ・ 小 規 模 事 業 者 が 置 か れ て い る 厳 し い 状 況 を 考 慮

し、検討を進めるということが書かれておりまして、この

内容は、本年６月に開催された全世代型社会保障検討会議

においての内閣総理大臣の発言と同じ内容となっておりま

す。 

続きまして、先ほど会長からありました審議会の目安に

ついてになります。資料№２をご覧ください。中賃の目安

については、６月 26日に厚生労働大臣から諮問を受けて、

目安に関して小委員会で審議された結果、７月の 22日に小

委員会の報告が出されて、同日の審議会において目安につ

きまして答申が行われたものです。答申文の内容について

ご説明いたします。答申文の内容については、項目１に、

令和２年度地域別最低賃金額改定の目安については、その

金額に関し意見の一致をみるに至らなかったというように

書かれております。項目３には、地方最低賃金審議会にお

いては、別紙の公益委員の見解を十分に参酌され、自主性

を発揮されることを強く期待するものであるというように

書かれております。公益委員の見解は、次のページにあり

ますが、令和２年度地域別最低賃金額については、新型コ

ロナウイルス感染症拡大による現下の経済、雇用、労働者

の生活への影響、中小企業・小規模事業者が置かれている

厳しい状況、今後の感染症の動向の不透明さ、こうした中

でも雇用の維持が最優先であること等を踏まえ、引上げの

目安を示すことは困難であり、現行水準を維持することが



5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

田中会長 

 

 

全委員 

 

田中会長 

 

 

青木室長 

 

 

 

 

 

適当との結論を下すに至った旨が記載されております。目

安小委員会の公益委員としては、地方最低賃金審議会にお

いては、地域別最低賃金の審議に際し、上記見解を十分に

参酌し、地域の経済、雇用の実態を見極め、地域間格差の

縮小を求める意見も勘案しつつ、適切な審議が行われるこ

とを希望するというように書かれております。 

そして、２の（１）には、上記の見解をまとめた要素が

書かれております。それから、２の（３）には、来年度の

審議においてはということで、経済の好循環継続の鍵とな

る賃上げに向け、日本経済全体の生産性の底上げや、取引

関係の適正化など、賃上げしやすい環境整備に不断に取り

組みつつ、最低賃金についてはさらなる引き上げを目指す

ことが社会的に求められることも踏まえ、議論を行うこと

が適当であると書かれております。それから、小委員会の

報告の中には、労働者側の見解、使用者側の見解、公益委

員の見解の取扱いの記載があります。以上となります。 

 

ただ今、事務局からご説明がありましたが、ご質問、ご

意見などございましたらお願いいたします。 

 

（質問・意見等なし） 

 

続きまして、議題（２）の最低賃金と生活保護費との整

合性について、事務局からご説明をお願いいたします。 

 

引続き私からご説明させていただきます。最低賃金額と

生活保護費の比較については、104ページの資料№３になり

ます。当県における平成 30年度の最低賃金額と生活保護費

の比較、検証について説明をいたします。比較方法は、従

前のとおり、平成 20年度の中賃での目安審議における公益

委員見解に準拠しております。生活保護費、それから住宅
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扶助費の状況については、最新データである平成 30年度を

用いております。加重平均に使用する人口は、国勢調査の

最新データである平成27年度の結果を用いております。 

まず始めに、１の生活保護費については、食費などに相

当する生活扶助１類は年齢的には 18歳～ 19歳の区分の基準

額として、光熱費などに相当する第２類は市町村ごとの等

級区分により異なりますので、一人世帯の区分の基準額を

用いて人口によ り 加重平均し合計 す ると、 67,597円 66銭と

なります。次に、第２類として、先ほど基準額とは別に、

茨城県内において 11月から３月までの５か月間冬季加算が

されております。県内は一律で、一人世帯で月2,580円の支

給があります。これを12か月で均すと1,075円ちょうどにな

ります。さらに、年末に期末の一時扶助が支給されており

ます。市町村ごとの等級区分一人世帯あたり、基準額を加

重平均して、年間12か月で均すと950円 13銭になります。こ

こ ま で を 小 計 と し て 、 69,622円 79銭 と い う 数 字 に な り ま

す。それに、住宅扶助費について、県内の一人世帯の実績

値 22,465円 70銭 を 合 計 し て 、 円 未 満 を 四 捨 五 入 し ま す と

92,088円という数字になります。 

次に２番の最低賃金については、これは平成 30年改定額

になります。最低賃金額に基づく１か月当たり手取り額で

すが、平成30年度の最低賃金の時給額が822円に、週40時間

を１か月当たりに換算した173.8時間を乗じて、税金や社会

保険料を除く可処分所得、いわゆる手取りを算出するに当

た り まし て 、 0.818を 乗じ て 計算 しま す と 116,862円と な り

ます。ちなみに、可処分所得割合0.818については、本省に

て平成30年度地域別最低賃金額の全国における最低額761円

を基に算出しております。 

３番として、その乖離額について検証をしております。

上 記 の １ と ２ で 求 め た 数 値 を 差 し 引 く と 、 月 額 差 額 で

24,774円となります。時間当たりで175円、円未満は切上げ
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田中会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

清山委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

田中会長 

となっております。最低賃金額が生活保護費を上回る数値

結果となっております。 

次のページを見て頂くと、本省で作成した中賃の資料、

全国の乖離額一覧表を添付しております。先ほど検証し説

明した175円は、茨城の行の左側を見て頂くと、その数値と

合致しております。以上です。 

 

最低賃金法第９条第３項において、労働者の生計費を考

慮するに当たっては、労働者が健康で文化的な最低限度の

生活を営むことができるよう生活保護に係る施策との整合

性に配慮するものとすると規定されています。事務局から

の説明によりますと、平成 30年度の数値で生活保護費と最

低賃金を比較すると、最低賃金額の方が175円上回っている

とのことですが、これに対して、ご質問、ご意見などござ

いますでしょうか。 

 

はい。これはいつものことなのですけれど、105ページの

要因分析の表の下の※の１のところに書いてある、生活保

護費の算出にあっては、中央最賃の方式に従って計算する

とこうなるということを、一筆入れられた方が良いかなと

思うんです。前にもその議論をしたことがあって、住宅を

22,000円では借り られないという こ とは、ここでは 承 知の

ことだった訳なんですけど、中賃のやり方だと、人口加重

平均でやるというのが決まっているので、そこは全国一律

のやり方でやっているということを一筆入れといて頂けれ

ばよろしいのではないかなと思います。そうでないと、こ

の資料の１枚だけが外に出た時に、あらぬ疑いというか、

どうかなという意見が出てきてしまうので、そのようにし

ていただければと思います。 

 

事務局の方で、いかがでしょうか。 
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青木室長 

 

 

 

田中会長 

 

 

小奈局長 

 

 

 

 

 

田中会長 

 

 

小奈局長 

 

清山委員 

 

小奈局長 

 

清山委員 

 

 

小奈局長 

 

清山委員 

 

 

 

昨 年 も 同 様 に ご 指 摘 い た だ い た 形 で 、 答 申 書 を 頂 く 時

に、その文を入れさせて頂くという形でよろしいでしょう

か。 

 

それでは、答申書の時に、その内容を一筆加えるという

ことで処理させていただきます。 

 

105ページの資料は、茨城労働局が作成したペーパーでは

なくて、中央で作成しているペーパーですので、中央にお

いてはきちんと本省に対して物は申しておきますが、茨城

労働局としての活用時のみ、コメント付けさせていただく

ということでよろしいですか。 

 

中央で作られている資料なので、入れられないというこ

となんですね。 

 

104ページの表には入れられます。 

 

だから、中央の方はいいんですよ。 

 

いいんですね。 

 

中央の真似して、この※の１を茨城労働局の表にも付け

て欲しいということです。 

 

了解しました。 

 

生活保護費をどの水準に置くか、算出の定義は結構大事

です。 
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田中会長 

 

 

 

 

青木室長 

 

田中会長 

 

 

 

 

平戸係長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

わかりました。もう一度それでは確認します。104ページ

の茨城労働局の方で作成している資料に、105ページの※１

の中央最賃の計算方法を１行加えておくということで、よ

ろしくお願いいたします。 

 

わかりました。 

 

他にございますでしょうか。よろしいでしょうか。それ

では続きまして、議題（３）の令和２年度最低賃金に関す

る実態調査結果についての説明を事務局からお願いいたし

ます。 

 

それでは私からは、賃金実態調査結果について説明いた

します。資料につきましては、お手持ちの資料１と資料２

と印字させていただいている冊子を使って説明したいと思

います。それではまず、資料１ -１、 106ページ、資料№４

について説明いたします。賃金実態調査として、本年５月

か ら ６ 月 に か け て ２ つ の 調 査 を 実 施 し て お り ま す 。 一 つ

は、賃金改定状況調査、もう一つは最低賃金に関する基礎

調査です。 

初めに、賃金改定状況調査について簡単に説明させてい

ただきますが、この調査は、中賃の目安審議に使用する調

査であり、全国の県を対象に労働者数 29人までの事業所に

対して、産業別に昨年の６月の賃金額と本年の６月の賃金

額から改定状況について厚生労働省本省で調査を実施して

おります。本省で取りまとめた調査結果が、107ページから

114ページであり、この集計は、産業別、ランク別に賃金の

改定状況を取りまとめたもので、中賃の目安審議の資料と

なっております。次の115ページの資料№５については、賃

金改定状況調査結果を基に当局で作成し、ランク毎の第４

表の賃金上昇率の推移を示した一覧になります。ここまで
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が、本年度実施の賃金改定調査の結果になります。 

続いて、もう一つの最低賃金に関する基礎調査について

簡単に説明いたします。資料は、別紙の審議会資料２にな

ります。この調査は、各都道府県労働局単位で実施するも

ので、調査の対象は、県内に所在する労働者の数が、１人

か ら 99人 ま で の 事 業 所 で 、 産 業 別 に 行 っ た も の で す 。 な

お、 30人から 99人の規模につきましては、製造業と新聞業

及び出版業に限られており、それ以外の産業については 29

人までの規模を対象としております。この調査は６月に通

常どおり就労した場合に支払われる賃金額などを記入する

もので、集計に当たっては規模別のほか、全労働者と一般

労働者、パートなどの短時間就労者別と年齢階層別に分け

ております。調査結果につきましては、この資料２の193ペ

ージから197ページまでが報告のあった全労働者について集

計 し た 総 括 表 、 199ペ ー ジ か ら 203ペ ー ジ ま で が 一 般 労 働

者、 205ページから 209ページがパート等短時間就労者につ

いて集計した総括表となっております。今年度は、現行の

茨城県最低賃金849円を基準に、低い811円から高い873円ま

で に つ い て は 、 １ 円 刻 み の も の を 作 成 い た し ま し た 。 ま

た、それぞれの総括表の後、197ページ、203ページ、209ペ

ージがこの総括表を基に作成した賃金分布・特性値・未満

率の一覧となります。３年間の推移を表とグラフにしたも

のですが、平成 30年集計分については、事業場数で復元、

令和元年以降は、労働者数で復元した数値となっておりま

す。 211ページ、 213ページについては、労働者区分ごとの

賃金分布を示したものです。こちらの表も先ほどと同様811

円 か ら 873円 ま で に つ い て は 、 １ 円 刻 み で 作 成 し て お り ま

す。215ページは、最低賃金の引上げ額と影響率の関係を示

したものです。現在の茨城県最低賃金は849円ですので、こ

の調査結果によれば全労働者のうち 1.51％が最低賃金未満

ということになります。それを１円刻みで上げていった場
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田中会長 

 

合、どれだけの影響があるかを一覧で示したもので、影響

率 と 未 満 労 働 者 数 を 表 し て お り ま す 。 刻 み に つ き ま し て

は 、 昨 年 同 様 35円 ま で の 影 響 率 を 示 さ せ て い た だ き ま し

た 。 以 上 が 、 最 低 賃 金 に 関 す る 基 礎 調 査 の 結 果 に な り ま

す。 

以上の調査結果を踏まえて、資料１の方に戻っていただ

き、116ページ、資料№６を見ていただきますと、地域別最

低賃金額、未満率及び影響率という資料になりますが、昨

年実施した最低賃金に関する基礎調査を基に、本省で集計

した結果の資料で、ランク別の未満率と影響率の推移を示

したものになります。次の117ページ、地域別最低賃金の未

満率、影響率については、各都道府県別の未満率及び影響

率の結果になっております。また、118ページからは、昨年

実施した賃金構造基本統計調査の結果を基に本省で集計し

た都道府県別の未満率と影響率の結果となっております。

119ペ ー ジ 以 降 の 資 料 № ７ に つ い て は 、 昨 年 の 調 査 結 果 か

ら、全国の時間当たりの賃金分布を示したものですが、調

査は昨年６月に実施しておりますので、最低賃金は平成 30

年度の金額が適用されております。茨城については、122ペ

ージに一般労働者と短時間労働者の合計、135ページに一般

労働者、148ページに短時間労働者の結果が示されておりま

すが、最低賃金額は平成30年時の822円に線が引いてありま

す。こちらも本省で集計しており、中賃の目安審議の資料

となっております。 

この他、賃金実態調査以外では、158ページ、資料№８の

2020年７月７日付け日本銀行水戸事務所が発表した茨城県

金 融 経 済 概 況 を 例 年 ど お り 資 料 と し て お 配 り し て お り ま

す。私からは以上となります。 

 

ただ今の説明につきまして、ご質問、ご意見などがござ

いましたらお願いいたします。よろしいでしょうか。 
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全委員 

 

田中会長 

 

 

 

 

 

青木室長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（質問・意見等なし） 

 

それでは、続きまして、議題（４）に入ります。茨城県

最 低 賃 金 改 正 の 諮 問 に 伴 い 、 意 見 聴 取 の 公 示 を し た と こ

ろ、７月 20日に茨城ユニオン、７月 27日に茨城県労働組合

総連合関係を含め９件の意見書の提出がありました。事務

局よりご説明をお願いします。 

 

関係労使からの意見書に関する要旨について説明をさせ

ていただきます。本審議会会長あてに、会長からもありま

したが、意見書が９つ提出されております。時間的な都合

もありますので、意見要望要旨のみ紹介をさせていただき

たいと思います。 

１つ目ですが、資料№９、171ページになります。７月20

日 に 受 理 を い た し ま し た 茨 城 ユ ニ オ ン 様 か ら 出 て お り ま

す。本意見に関しては、この後、提出団体からの陳述があ

りますので割愛をさせていただきます。 

２つ目、資料№ 10、７月 27日に受理しております茨城県

労働組合総連合様からです。その１ページの下段に、１の

意見の要旨として、（１）にコロナ禍だから雇用を守るで

はなく、最低賃金を大幅に引上げ、消費意欲を喚起して健

全な地域社会、地域経済を実現すること。（２）として、

憲法第 25条、労働基準法第１条に基づき、人たるに値する

生活を保障するにふさわしい水準に引き上げるために、茨

城 県 の 最 低 賃 金 を 今 す ぐ 東 京 並 み の 1,000円 以 上 に 引 き 上

げ、1,500円を目指すこと。（３）として、地域間の経済格

差を解消し、地域経済を活性化させるために、全国一律最

低賃金制度を確立させることというふうに書かれておりま

す。 

３つ目、資料№ 11、７月 27日に受理をしております茨城
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県 医 療 労 働 組 合 連 合 会 様 で す 。 本 意 見 に つ い て も 、 こ の

後、提出団体からの陳述がありますので、割愛をさせてい

ただきます。 

４つ目、資料№ 12、７月の 27日に受理しておりますいば

らきコープ労働組合様です。これについても、この後、提

出団体からの陳述がありますので、割愛をさせていただき

ます。 

５つ目、資料№ 13、７月 27日の受理で茨城県高等学校教

職員組合様です。１ページの中段に、１の意見の要旨とし

て、（１）茨城県の最低賃金を憲法第 25条、労働基準法第

１条に基づき、人たるに値する生活を保障するための水準

に 引 き 上 げ る た め 、 最 低 賃 金 時 給 1,500円 を 目 指 し 、 即 時

1,000円以上とすること。（２）として、地域間の経済格差

を解消し、地域経済を活性化させるために、全国一律最低

賃金制度を確立することというふうに書かれております。 

６つ目、資料№ 14で、７月 27日に受理したもので、全日

本年金者組合茨城県本部から出てます。２ページ目の最後

に、１として、茨城県の最低賃金を時間給1,000円に引き上

げること、さらに1,500円を目指していただきたい。２とし

て、全国一律の最低賃金制度を確立していただきたいとい

うふうに書かれております。 

７つ目、資料№ 15、７月 27日に受理しましたＪＭＩＴＵ

茨城地方本部からのものです。２ページの最後に、２とし

て、求める最低基準と要望という形で題しております。茨

城 県 の 最 低 賃 金 を 時 間 給 1,000円 に 引 き 上 げ る と と も に 、

1,500円を目指すこと。（２）として、地域間の経済格差を

解消し、地域経済を活性化させるため、全国一律最低賃金

制度を確立すること。茨城県がそのための積極的な役割を

果たすよう努力を払うこと。３番として、賃金の底上げと

県独自の中小企業支援策により、地域経済の活性化を図る

こと。 
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田中会長 

 

 

 

８つ目として、資料№ 16、７月 27日受理になっておりま

す茨城県自治体労働組合連合です。項目１に、最低賃金の

大幅な 引上げ とし て時給 1,500円を 目指し 、直ち に 1,000円

とするよう求めます。２として、２の末尾に、公務、公共

サービスの質を確保するため、最低賃金の即時大幅引上げ

を求めます。３に、（１）として、最賃の引上げによる賃

金支払いが困難な事業者については、国の財政援助で対応

すること。同じく３の（２）の中に、茨城の場合も東京は

も と よ り 埼 玉 、 千 葉 、 栃 木 よ り も 定 額 と な っ て い る 。 ま

た、全国展開しているコンビニで働く労働者が全く同じ仕

事をしていて賃金格差のあることは明らかに矛盾なので、

全国一律最低賃金制に改めること。４として、コロナ禍で

こそ最低賃金引上げの積極的な議論をと題して、末尾に、

最低賃金の抜本的な改善、賃金の底上げはこの状況を打破

するためには必要不可欠です。購買力の高まりによる地域

循環型経済こそが経済の活性化につながることから最低賃

金 の 大 幅 引 上 げ を 求 め ま す と い う ふ う に 書 か れ て お り ま

す。 

９つ目、資料№ 17、７月 27日受理で茨城県私立学校教職

員組合連合です。中段に、１意見の要旨として、（１）茨

城 県 の 最 低 賃 金 を 憲 法 第 25条 、 労 働 基 準 法 第 １ 条 に 基 づ

き、人たるに値する生活を保障するための水準に引き上げ

るため 、最低 賃金 時給 1,500円を目 指し、 即時 1,000円以上

にすること。（２）として、地域間の経済格差を解消し、

地域経済を活性化させるために、全国一律最低賃金制度を

確立すること。以上です。 

 

７月３日の第１回本審において、意見書が提出された場

合には、この場で意見を聴くことに決定しております。茨

城ユニオン、茨城県医療労働組合連合会、いばらきコープ

労働組合から、意見書の提出の他、意見陳述の要望があり
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田中会長 

 

 

小林陳述人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ましたので、意見聴取を行いたいと思います。事務局でご

準備をお願いします。 

 

（意見陳述人、着席） 

 

意見陳述人の方は、氏名と団体名を述べてから、５分程

度で意見書についてご説明をお願いいたします。 

 

茨城ユニオンの労働組合で執行委員長をしております、

小林賢一と申します。今日初めてこういう席で陳述の機会

ということで、大変恐縮をしております。茨城ユニオンと

しては、 2020年の７月の 17日、当茨城地方最低賃金審議会

の会長あてに、 2020年に於ける最低賃金改定に関する意見

書ということで、意見書を提出してございます。皆様方の

ところに全部いっているのかどうか分かりませんが、内容

は、その文面で推し量って頂くことでよろしいのですが、

概要だけ私の方からかいつまんでお話したいと思います。 

まず最初に、この最低賃金の考え方なんですけれども、

現在茨城県は849円という、全国的に見ても平均値以下とい

うことで、首都圏に隣接しながら、この程度の賃金で本当

に生活できるのだろうかとそういう疑問が湧いてしまいま

す。もともと最賃の制度ができたのは、まさに憲法で定め

られている文化的にそして健康で働き続け、生き続けると

いうその権利を保障するということが大原則のはずであり

ます。従いまして、今まさにいろんな産業、職場が、お互

い労働者が各県を越え、あるいはもう国を越えて働くとい

う状況にまでなってきている中で、県毎の最賃制というの

を定めるということが一つも理解ができません。これはや

はり、全国的に一律の最低賃金という形でもって推し進め

られるのが私は適当であろうというふうに思っています。 

それから、今まさに日本がコロナ禍で大変な時なんです
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けれど、少子高齢化の問題も併せて大変問題になっていま

す。この婚姻が晩婚化しているという原因にも私はこの最

低賃金の問題があると思うんですね。私の職場、高萩市役

所でございましたが、本当に 30歳、 40歳を過ぎても結婚さ

れない非正規の職員の方をたくさん見てきました。やっぱ

り 、 人 口 減 少 、 国 の 活 性 化 と い う も の を 考 え る の で あ れ

ば、最低賃金を引上げ、結婚できる賃金にすべきだと思い

ます。年収200万円以下がワーキングプアと言われる生活が

困難と言われるゾーンに入りますけど、それに達しない労

働者が非常に多いんですね。これは本当に、少子高齢化に

向かって国が大きく制度を変えるべき一つの方法として最

低 賃 金 制 度 を 少 な く と も 1,000 円 に 、 そ し て 近 い 将 来 に

1,500円という形で生活ができる、そして、持続可能な社会

を作る、そういう立場からこの最賃制というのは定められ

るべきものというふうに理解をしております。 

今、コロナで私のところにも解雇、雇止めで何人もの方

が今相談に来ておりますけれども、その方たちの賃金を見

て も や っ ぱ り 月 収 16万 、 17万 と い う 程 度 の と こ ろ な ん で

す。要するに、企業といえども最低賃金ギリギリのところ

で働かされているというのが実態なんですね。大企業とい

えども、やっぱりそこをもう少し底上げをする、そういう

施策を企業としても私はとるべきだろうというふうに思っ

ています。 

それから、主婦や、あるいは学生、パート、そういう非

正規と言われる労働者が 40パーセント、二千万人を超える

という数字までなってきています。特に、明らかになって

きましたけど、学生が今大変な思いをしています。国や自

治体がそれぞれ保障制度などを行っているようであります

けど、それでも足りません。やはり学生といえども、きち

んとした労働者という位置付けをもって、最低賃金、少な

くとも茨城県は、とりあえず今のところは1,000円程度に額
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田中会長 

 

 

全委員 

 

田中会長 

 

 

 

 

 

 

田中会長 

 

 

藤田陳述人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の引上げがどうしても必要だろうというふうに本当に思っ

ています。どうぞよろしくお願いします。 

 

ありがとうございました。ただ今の説明につきまして、

ご意見、ご質問などございましたらお願いいたします。 

 

（質問・意見等なし） 

 

よろしいでしょうか。ないようでしたら、次の方の意見

聴取を行いたいと思います。 

 

（意見陳述人退席、退室） 

 

（意見陳述人、傍聴席から着席） 

 

意見陳述人の方は、ご氏名と団体名を述べてから、５分

程度で意見書についてご説明をお願いいたします。 

 

茨城県医療労働組合連合会で書記長をしております藤田

と申します。お手元にあります意見書に沿って説明したい

と思います。医療や介護の現場では、看護師をはじめ国家

資 格 等 の ラ イ セ ン ス を 持 つ 労 働 者 が 多 数 お り ま す 。 し か

し、非常に低い賃金水準に抑えられて、厚生労働省の 2019

年度の調査に依りますと、医師を除く医療産業の所定内賃

金は全産業平均に比べて月額で7,378円も低く、介護では、

平均が 78,224円も低くなっています。医療、介護労働者の

過酷な労働実態と社会的役割を考えて見れば、専門職とは

思えない低い賃金水準です。 

仕事に見合わない低賃金が離職を促し、看護師、介護職

員の不足に拍車をかけています。加えて、診療報酬、介護

報酬は全国一律であるにもかかわらず、賃金実態は地域間
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の格差が大きく、地域別最低賃金の地域間格差とリンクし

ています。グラフをご参照ください。私たち医療、介護、

福祉労働者は、全国どこでも同水準の医療、介護を提供し

なければなりません。しかし、賃金は地域によって大変大

きな格差が存在しており、納得できません。 

茨城県医労連の組織内での最低賃金は850円です。看護補

助者、炊事員など資格を持たなくとも職場には必要な人材

ですが、時給の安さから人員確保は厳しい状況です。確保

できている職場では、最低賃金を1,000円としているところ

が出てきました。介護では、夜勤をしている正職員であっ

ても、時給換算で900円台の職場もあります。地域最賃の10

月改定に合わせて変更されることが多く、大幅改定がなけ

れば、コロナ禍の中で、より安全で時給の高い職場を選ぶ

人が出てきており、地域の医療介護崩壊が懸念されます。 

新型コロナウイルス拡大の中、医療用のマスクは、１週

間に２枚しか配給されず、自前のマスクを自分で買って使

っている、市販のゴム手袋を使っている職場もあります。

今でも不十分なＰＰＥ、個人防護具の事ですが、と人員不

足による医療現場はいつ院内感染が起こってもおかしくあ

りません。これまで慢性的な人員不足で過重労働を強いら

れてきましたが、新型コロナ対応が加わり、コロナ感染対

応が落ち着いたら、看護師を辞めるとの声が出ています。 

さらに、医療、福祉に従事する労働者は800万人超とされ

ていますが、非正規雇用労働者が増加しています。日本医

労連の調査では、医療の施設では３割以上、介護施設では

５割以上、在宅介護に関しては９割が非正規雇用労働者で

す。 

補償制度が不十分なままで断行された非常事態宣言によ

る自粛により、雇用が脅かされ、収入が激減した非正規雇

用労働者の暮らしを直撃しています。 

全国各地で再びクラスターが発生し、第２波、第３波の
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田中会長 

 

 

 

 

 

田中会長 

 

 

 

 

 

 

田中会長 

 

 

市原陳述人 

 

 

 

 

 

 

到来は確実視されています。低賃金を放置したままでは、

国民の要求にこたえる医療と看護、介護の提供は、到底困

難と言わなければなりません。人員不足を解消するために

も、賃金水準の引上げが求められています。そのことが医

療、看護、介護の提供体制の改善にも直結します。地域間

格差を是正し、大幅な最低賃金の引上げは喫緊の重要課題

であり、即時の実現を求めます。よろしくお願いします。 

 

あ り が と う ご ざ い ま し た 。 た だ 今 の ご 説 明 に つ き ま し

て 、 ご 意 見 、 ご 質 問 な ど ご ざ い ま し た ら お 願 い い た し ま

す。 

 

（質問・意見等なし） 

 

よろしいでしょうか。ないようでしたら、次の方の意見

聴取を行いたいと思いますのでお願いします。 

 

（意見陳述人退席、傍聴席へ着席） 

 

（意見陳述人、傍聴席から着席） 

 

意見陳述人の方は、ご氏名と団体名を述べてから、５分

程度で意見書についてご説明をお願いいたします。 

 

いばらきコープ労働組合書記長の市原と申します。よろ

しくお願いいたします。本日は、いばらきコープ労働組合

としての意見を述べさせていただきたいと思います。資料

の方に 178ページから 179ページにかけて意見書の方は記載

されているかと思うのですが、そちらの意見書に沿ってお

話させていただきたいと思います。 

１、意見の要旨としまして、（１）から（５）まであり
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ますが、やはり、（１）の憲法 25条、労働基準法第１条に

基づき、人たるに値する生活を保障するための水準とする

こと。（２）茨城地方最低賃金を時間額1,000円以上へ引き

上げるとともに、1,500円を目指すこと。（３）最低賃金の

底上げを行い、経済の活性化を行うこと。（４）最低賃金

未満率をゼロにすること。（５）全国一律最低賃金制度の

導入を行うこと。こちらを主旨としたいと思います。 

そ ち ら の 主 旨 を 基 に 、 意 見 の 理 由 を 述 べ た い と 思 い ま

す。（１）憲法 25条、労働基準法第１条に基づき、人たる

に値する生活を保障するための水準とすること。憲法第 25

条に、すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営

む権利を有するとあるように、人として最低限度の生活を

維持する水準にすべきと考えます。 

（２）茨城地方最低賃金を時間額1,000円以上へ引き上げ

るとともに、1,500円を目指すこと。①としまして、2010年

に政労使で合意された、 2020年までにできるだけ早期に最

低 800円、平均 1,000円は、極めて 重 い意味を持って お り、

今年が2020年であり、茨城県においても最低800円の額は越

えましたが、平均の1,000円にはまだ到達していない点から

も、早急に1,000円へ引き上げる必要があります。②最低賃

金 が 低 い こ と に よ り 、 利 根 川 沿 線 の 若 者 は 千 葉 県 や 埼 玉

県、また、内陸の県境付近の若者は、栃木県へと就労に向

かってしまう傾向があります。背景には、最低賃金の低さ

があると考えられます。③生活に必要な賃金の基になる最

低賃金額に格差があっては、労働力を失うことになり、過

疎化や少子化への加速を一層強めるものと考えられます。 

（３）最低賃金の底上げを行い、経済の活性化を行うこ

と。①消費に刺激を与えるには、賃金の底上げが一番と考

えられます。収入増になった場合、消費にお金が回り、経

済が活性化していくと考えられます。②最低賃金の引上げ

は、企業にとってコストアップにつながりますが、経済を
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田中会長 

 

 

 

 

活性化させるためにも、最低賃金の引上げは必要だと考え

ます。個別企業の支払能力に偏重するのではなく、最低賃

金の底上げを行うべきと考えます。③中小企業にとって、

最低賃金の引上げが死活問題となってしまわないよう、中

小企業支援策の周知徹底と活用されることを同時に行う必

要があると考えます。 

（４）最低賃金未満率をゼロにすること。①毎年、茨城

県においても、未満率が数パーセントあることが危惧され

ます。最低賃金は、審議会での審議後決定された賃金であ

り、企業の皆さんは守らなければならない賃金のはずです

が、巷で求人募集のポスターを見ると、最低賃金額以下で

募集をしているところを稀に見かけたりします。最低賃金

額が改定された直後であれば、周知されていない状況と把

握することもできます。しかしそこには、最低賃金の額さ

え知らずに募集をかけている企業や、そこに就労しようと

している労働者いることは、重大な問題と捉えなければな

りません。②最低賃金未満率をゼロにするためにも、労働

基準監督署だけでなく、最低賃金について熟知している者

が協力し合い、見据え、行動していく必要があると考えま

す。 

（５）全国一律最低賃金制度の導入を行うこと。①働い

ても普通の生活ができない現行の最低賃金額では、若年層

を 軸 と し た 非 正 規 労 働 者 の 自 立 が 難 し い と 考 え ら れ る た

め、最低賃金額の大幅な引上げとともに全国一律最低賃金

制度の確立とともに早期実現を強く望みます。以上です。 

 

ありがとうございました。ただ今の説明につきまして、

ご意見、ご質問などがございましたらお願いいたします。 

 

（質問・意見等なし） 
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ないようでしたら、意見聴取を終了いたします。どうも

ありがとうございました。 

 

（意見陳述人退席、傍聴席へ着席） 

 

先ほど事務局から説明がありましたように、中賃から目

安答申も出ましたので、これらを踏まえて審議を進めてい

くわけですけれども、その前に、労側、使側双方から、金

額審議をするに当たっての基本的考え方を述べていただき

たいと思います。まずは、労側からお願いいたします。 

 

それでは、労側の基本的考え方を述べさせていただきた

いというふうに思います。本年、有期、短時間、契約、派

遣等々で働く人たち、それらの雇用者の全体が労働者の約

４割ということでございます。また、障害者雇用者数につ

いても、民間企業で 15年連続過去最高を更新して 53.5万人

程となっております。また、外国人労働者は、前年同期に

比べて、18万人増加して146万人に昇る等、働く者たちの多

様化というのが進んでいると言えると思います。そんな中

で、約 1,130万人 の労働者が年収 200万円に満たな い 状況に

あります。非正規労働者及びワーキングプアの増加といっ

た格差、貧困問題が深刻化している中にあって、セーフテ

ィーネットである最低賃金制度の役割の重要性がますます

高まっているというふうに考えております。最低賃金の引

上げによって賃金全体を底上げし、雇用形態に関わらず、

働いて稼いだ賃金で家族と共に生活し、将来展望が開ける

社会を実現するべきであるというふうに考えております。 

審議に当たりましては、１つとして、地域における労働

者の生計費、賃金水準を重視すること。２つ目として、物

価 動 向 、 特 に 低 所 得 者 層 に お け る 影 響 を 配 慮 し て い く こ

と 。 ３ つ 目 と し て 、 マ ク ロ 経 済 成 長 を 反 映 さ せ て い く こ
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田中会長 

と 。 ４ つ 目 と し て 、 ラ ン ク 内 の 格 差 解 消 に 努 め て い く こ

と。５つ目として、憲法第 25条、最低賃金法第１条、労働

基準法第１条の主旨を十分に考慮しつつ論議を行っていき

たいと思います。 

また今回、コロナ禍の中にあって、最低賃金改定をもし

しないということになれば、社会不安を増大させ、格差を

是認することと同じというふうに考えておりまして、これ

はあってはならないことだと考えております。本年の春季

生活闘争では、労使の真摯な交渉を経て賃上げが行われて

おりまして、この流れを最低賃金の改定により労使関係の

ない労働者にも波及すべきであるというふうに考えており

ます。また、政労使で賃上げの重要性を認識し、ステップ

を踏んで最低賃金を引き上げてきた流れを止めるべきでは

なく、この流れを断ち切れば、デフレ回帰を惹起しかねな

いというふうに考えております。今後の日本経済の再生に

向けて、内需拡大や落ち込んだ消費マインドの上昇が必要

であり、労働者が生活や雇用に不安を抱える中、最低賃金

を引き上げることは社会安定のセーフティーネットを促進

するメッセージとなり得ると考えております。 

現行茨城県の地域別の最低賃金が849円でありまして、年

間 2,000時間働い たとしても年収 が 169万８千円にし かなり

ません。労働者の生活の安定に資する額とは到底言えない

というふうに考えております。茨城県における賃金実態、

生活実態、生計費を重視した労働者が健康で文化的な最低

限度の生活ができる絶対額での適正な水準確保が必要だと

考えております。具体的には、経済財政運営と改革の基本

方針等々の計画を受けた全国加重平均1,000円を早期に目指

すということを尊重しながら審議に臨んでいきたいという

ふうに考えております。以上でございます。 

 

ありがとうございました。続いて、使側からお願いいた
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します。 

 

それでは始めに、中小企業を取り巻く状況について申し

上げます。新型コロナウイルス感染拡大によって、日本経

済はこれまで経験したことのない危機的な状況に直面して

います。緊急事態宣言や地方自治体による休業要請が大規

模な需要喪失をもたらし、幅広い業種や地域の事業者に多

大な影響を及ぼしました。宣言等の解除後もその爪痕は大

きく残っており、未だコロナ以前の状況には戻っていませ

ん。取り分け、経営基盤の脆弱な地方の中小企業、小規模

事業者に甚大な影響を与え続けています。コロナ関連の倒

産の影響です。帝国データバンクの７月４日現在の調査結

果によりますと、新型コロナウイルス関連で倒産した企業

は、全国で321社、業種別には、飲食店、ホテル、旅館が突

出して多くなっております。第２波への懸念から、外食を

控える動きが継続しており、依然として厳しい状況が続く

ことが見込まれます。こうした厳しい状況は、雇用面にお

いても広範囲に表れています。多くの企業が雇用調整助成

金等を活用した一時帰休や休業等を実施した結果、５月の

休 業 者 は 354万 人 超 と 、 リ ー マ ン シ ョ ッ ク ピ ー ク 時 の 水 準

153万人を２倍以上上回っています。加えて、厚生労働省調

べ、解雇等が見込まれる労働者は約３万９千人に達してお

り 、 こ の 数 字 は 毎 月 １ 万 人 ペ ー ス で 増 え て お り ま す 。 ま

た、東京商工リサーチの調査では、今年上半期に希望退職

を募った上場会社は 41社で、 10年振りの多さになっていま

す。特効薬やワクチンが開発され、十分に普及するまでの

当分の間、感染症拡大防止と事業活動の両立を余儀なくさ

れることになります。第２波、第３波の到来が懸念される

中、経済の先行きは極めて不透明となり、少なくとも今年

度中の力強い景気回復は期待できないとの見方が強まって

います。このような厳しい状況の下で行われる今年度の茨
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城県の最低賃金審議に臨む使用者側の基本認識を申し上げ

たいと思います。最低賃金は、法的強制力を持って引き上

げられ、各企業の状況に関係なく人件費を増大させること

になります。県内の中小企業、小規模事業者から最低賃金

を引き下げて欲しいとの声が多く聞かれる中、今年度、有

額の引上げにするということは、事業継続と雇用維持のた

め雇用調整助成金や持続化給付金等の各種給付金を受けな

がら、辛うじて持ちこたえている多くの中小企業、小規模

事業者を更なる窮地へ追い込むことになると懸念を強く持

っています。こうした認識は、公労使間で共有できている

と思っております。今年度の全世代型社会保障検討会議に

お い て 安 倍 総 理 は 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に よ る 雇

用、経済への影響は厳しい状況にあることから、今は官民

を 挙 げ て 雇 用 を 守 る こ と が 最 優 先 課 題 で あ る と 述 べ ま し

た。また、４月の連合の神津会長と経団連の中西会長のウ

ェブ会談においても、事業継続と雇用の維持に全力で取り

組むことの重要性を確認し合い、労使メッセージとして発

信いたしました。この意味を茨城の労使で深く認識しなが

ら取り組んでいくことが求められています。このような認

識に立って今年度の考え方について申し上げます。今年の

最低賃金は、政府の引上げ方針という時々の事情への配慮

を強く求められ３％を超える大幅な引上げが実施されまし

た。その結果、中小企業、小規模事業者の経営実態と乖離

した引上げが続いたことによりまして、 2019年度の全国平

均の影響率、これは、過去最高の 16.3％に達しています。

最低賃金の決定に当たっては、最低賃金法に定めた、労働

者の生計費、労働者の賃金、通常の賃金支払能力の三要素

を考慮する必要があります。賃金改定状況調査結果第４表

の賃金上昇率や春季賃上げ妥結状況における賃金上昇率な

ど、賃金に関する指標は引続きのプラスの水準を示してい

ますが、前年より上げ幅が縮小していることに加え、名目
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Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率 も 大 幅 に 下 落 し て お り ま す 。 令 和 元 年 の 雇

用、経済に関する指標は、感染などの影響が生じる前のも

のであり、直近のこれらの指標についても各企業の労使の

努力に加え、雇用維持と事業継続を支援するための経済対

策の下支え効果が含まれていることから、最低賃金改定の

参考にするには、慎重な対応が必要と思われます。雇用維

持が最大の課題という、まさに緊急事態である今年度につ

きましては、新型コロナウイルス感染症が中小企業、小規

模事業者の経営に及ぼしている影響を示した様々なデータ

を十分に踏まえて検討する必要があるかと考えています。

従いまして、今年度の誰も想定しなかった未曽有の状況下

では、雇用維持も最低賃金の引上げもという二兎を追うと

い う 姿 勢 は 許 さ れ ま せ ん 。 最 優 先 事 項 の 雇 用 の 維 持 の た

め、中央最低賃金審議会小委員会の公益委員が示した見解

を尊重し、今年度の最低賃金は据置きとすべきことを使用

者側は強く主張いたします。以上でございます。 

 

ありがとうございました。ただ今、労側、使側双方から

基本的考え方について述べていただきましたが、ご意見、

ご質問等がございましたらお願いいたします。 

 

（意見・質問等なし） 

 

なければ次の議題に入りたいと思います。議題（５）の

茨城県等から要請書について事務局から説明をお願いしま

す。 

 

私から説明いたします。審議会会長あてに、２つの要請

書が提出されております。時間の都合上、要旨、要望項目

のみの説明とさせていただきます。 

１つ目は、資料№ 18をご覧ください。７月 31日に、茨城
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県の産業戦略部長が来局され、当審議会会長並びに労働局

長あてに、本県最低賃金の改正についてと題した要請書が

提出されております。要旨につきましては、その要請書の

中段あたりに、茨城県では、茨城県総合計画新しい茨城へ

の挑戦において、活力があり、県民が日本一幸せな県の実

現を基本理念に掲げ、この豊かさを実現するため、県内労

働者の賃金の底上げを図ることが重要ですというふうに書

かれております。本県は、経済に関する諸指標を数値化し

た総合指数で全国 11位であるのに対し、最低賃金は同 16位

と、経済実態を表した総合指数と乖離が生じており、近隣

県と比較しても本県の最低賃金は低く、特に栃木県との４

円の差は過去６年間変動しておらず、今後少子高齢化が進

行し人手不足が深刻化する中で、本県の労働力はさらに困

難になることが予想されます。それから、現在、新型コロ

ナウイルス感染症の影響で極めて厳しい経済状況であるこ

とは十分認識しておりますが、最低賃金問題は、本県にと

って早期に解決すべき大きな課題であると捉えております

というふうに書かれております。最後に、従いまして、本

県の総合指数を十分に考慮し、経済実態をさらに正確に反

映した最低賃金の引上げを行われるようお願いいたします

というふうな内容になっております。 

２つ目は、資料№ 19をご覧ください。７月 30日に、日本

共 産 党 茨 城 県 委 員 会 か ら 、 上 野 委 員 長 、 そ れ か ら 山 中 県

議、江尻県議が来局され、審議会会長あてに、最低賃金の

大幅引上げを求める要請書というふうに題した要請がされ

ております。要望項目として下段に、１として、最低賃金

を速やかに1,500円に引き上げる。２として、最低賃金は全

国一律とし、格差を解消するよう政府に提言する。３とし

て、茨城県最低賃金審議会は全面公開で行う。４として、

労働者代表委員は、様々な職種、雇用形態の労働者からな

る労働組合等から選出する。５として、中小企業、小規模
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事業所の給与の支払能力を確保するため、財政上、税制上

の支援を強化し、大企業などの元請による不利な取引条件

を規制するよう国に提言するというふうになっています。

以上です。 

 

続きまして、議題（６）の茨城地方最低賃金審議会茨城

県最低賃金専門部会委員の任命について、事務局から説明

をお願いいたします。 

 

茨城地方最低賃金審議会茨城県最低賃金専門部会委員の

任命について、ご報告いたします。本年７月３日付けで、

最低賃金専門部会委員の候補者の推薦公示を行いました。

推薦締切日の７月 17日までに関係労使から推薦がありまし

た。推薦がありました方につきましては、７月 21日付けで

最低賃金専門部会委員に任命されていることをご報告いた

します。 

資料№20、 192ページに最低賃金専門部会委員の名簿を添

付しておりますので、ご確認頂ければと思います。以上で

す。 

 

続いて、議題（７）のその他に移ります。これからの審

議日程について、事務局からご説明していただきますが、

確認のための説明を事務局からお願いいたします。 

 

今後の日程について説明をいたします。専門部会委員に

任命された委員の皆様には、連日の金額審議となり大変恐

縮でございます。この後、第１回の専門部会の開催を予定

しております。内容は、部会長、部会長代理の選出後、運

営規程の決定、金額審議となります。第２回専門部会は、

明日の８月４日 10時から、それから第３回の専門部会は、

明後日の８月５日水曜日 13時 30分から、この会場での開催
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を予定しております。いずれも金額審議が主になると思い

ます。予定ですと、第３回専門部会の議決後、第３回本審

を ８ 月 ５ 日 15時 30分 頃 か ら 開 催 を し た い と 思 っ て お り ま

す。専門部会の報告を受けて、局長あての答申を頂きたい

と 思 い ま す 。 よ ろ し く お 願 い い た し ま す 。 第 ４ 回 の 本 審

は、異議申出についての異議審となります。答申を受けて

金額を公示しますと、異議申出の期限が８月 20日となりま

すので、異議申出があった場合には、８月 21日金曜日 10時

からこの会場で開催を予定いたします。異議申出があった

場合には、事務局からその旨ご連絡いたしますので、開催

という運びでよろしくお願いいたします。なお、異議申出

がない場合には、審議会を中止とさせていただきます。ま

た、地域最賃とは別に、特定最賃の改正について申出が既

に４業種から提出されておりますので、８月５日の第３回

本 審 の 議 題 に 、 特 定 最 低 賃 金 の 改 正 に つ い て と い う こ と

で 、 局 長 か ら の 諮 問 を 入 れ さ せ て い た だ き ま す 。 以 上 で

す。よろしくお願いいたします。 

 

ただ今、審議日程の確認のための説明がございましたけ

れども、ご意見、ご質問などございましたらお願いいたし

ます。 

 

（意見・質問等なし） 

 

他になければ、本日の審議を終了させていただきます。 

では、散会いたします。お疲れさまでした。 

 

すみません、この場所で、第１回茨城県最低賃金専門部

会を開催しますので、最低賃金専門部会の委員の方につき

ま し て は 、 10分 程 度 の 休 憩 の 後 に 、 ご 参 集 を お 願 い し ま

す。 
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